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第一部【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円) 71,731 62,828 63,043 57,072 56,276

経常利益(△は損失) (百万円) 417 △479 1,357 1,503 629

当期純利益(△は純損失) (百万円) 41 △529 1,375 2,651 722

包括利益 (百万円) ― ― ― 2,650 736

純資産額 (百万円) 35,616 34,507 35,456 37,668 37,965

総資産額 (百万円) 43,451 43,551 44,724 47,707 46,047

１株当たり純資産額 (円) 974.69 944.40 970.401,030.981,039.18

１株当たり当期純利益金額
(△は純損失金額)

(円) 1.13 △14.48 37.64 72.56 19.76

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 82.0 79.2 79.3 79.0 82.4

自己資本利益率 (％) 0.1 ― 3.9 7.3 1.9

株価収益率 (倍) 427.43 ― 10.84 5.22 20.09

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,677 5,271 4,919 5,518 4,063

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,846 △3,320 △3,467 △1,480 △6,496

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △662 △576 △503 △550 △597

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,380 5,754 6,702 10,190 7,159

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名)
1,251
〔507〕

1,195
〔448〕

1,134
〔436〕

1,067
〔429〕

1,024
〔455〕

(注) １　第50期より、従来、販売費及び一般管理費に計上しておりました販売促進のためのプロモーション費用や取引

に係る手数料の一部を売上高から控除しております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円) 61,803 56,776 57,560 53,498 53,003

経常利益(△は損失) (百万円) 162 △297 1,284 1,140 311

当期純利益(△は純損失) (百万円) △136 △340 1,383 2,259 567

資本金 (百万円) 2,935 2,935 2,935 2,935 2,935

発行済株式総数 (千株) 38,034 38,034 38,034 38,034 38,034

純資産額 (百万円) 33,935 33,023 33,979 35,803 35,945

総資産額 (百万円) 40,718 41,808 43,289 46,009 44,453

１株当たり純資産額 (円) 928.70 903.78 929.99 979.94 983.90

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
18.00

(9.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

12.00

(6.00)

１株当たり当期純利益金額
(△は純損失金額)

(円) △3.74 △9.33 37.87 61.84 15.53

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.3 79.0 78.5 77.8 80.9

自己資本利益率 (％) ― ― 4.13 6.48 1.58

株価収益率 (倍) ― ― 10.77 6.13 25.56

配当性向 (％) ― ― 31.7 19.4 77.3

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名)
560

〔―〕
533

〔66〕
516

〔61〕
481

〔63〕
454

〔69〕

(注) １　第50期より、従来、販売費及び一般管理費に計上しておりました販売促進のためのプロモーション費用や取引

に係る手数料の一部を売上高から控除しております。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

昭和38年１月 清涼飲料水の製造販売を目的として、資本金１億円をもって北海道飲料株式会社を設立、本社を東

京都新宿区市谷加賀町に設置

昭和38年３月 本社を札幌市中央区北１条西５丁目に移し、仕入商品の販売を開始

昭和38年10月 商号を北海道コカ・コーラボトリング株式会社と改称し、本社を札幌市清田８番地２に移転(現 

札幌市清田区清田一条一丁目２番１号)

昭和38年12月 本社工場を新設　－製品第１号誕生－

昭和44年１月 貨物自動車運送、運送取扱い、工場荷役及び倉庫業を目的とし、幸楽輸送株式会社(資本金２千万

円)を設立(現・連結子会社)

昭和44年５月 河東郡音更町に帯広工場を新設

昭和48年４月 東北満俺株式会社と合併(株式額面変更のため)

昭和48年６月 クリーニング及び清掃業を目的とし、エリオクリーニング株式会社(資本金１千万円)を設立

昭和48年８月 株式を東京証券取引所市場第二部及び札幌証券取引所に上場

昭和54年11月 旭川市に旭川工場を新設

昭和57年２月 ミネラルウォーター等の製造・販売業を目的とし、富浦飲料株式会社(資本金２千万円)を設立

昭和60年１月 自動販売機の割賦販売債権の買取り、リース、ビデオレンタル及び書籍等の販売業を目的とし、北

海道サービス株式会社(資本金７千万円)を設立

昭和61年11月 自動販売機による飲食品等の販売及び給食事業、磁気カード類の製造・販売業を目的とし、北海道

キャンティーン株式会社(資本金８千万円)を設立

昭和64年１月 清涼飲料水等の製造・販売、貨物自動車運送、運送取扱い及び倉庫業を目的とし、北海道飲料株式

会社(資本金１億７千５百万円)を設立

平成５年１月 コンピューターに関するソフトウエアの開発及び販売並びに保守、システムの開発業を目的とし、

北海道システム開発株式会社(資本金３千万円)を設立

平成８年12月 旭川工場の閉鎖(生産機能を本社工場に集約)

平成12年10月 各種自動販売機・冷蔵冷凍機・空調機器の修理・保守等を目的とし、北海道マシンメンテナンス

株式会社(資本金５千万円)を設立

平成13年５月 株式会社エフ・ヴィ・コーポレーションの北海道地区における自動販売機オペレーション業務を

引き継ぎ、同社が会社分割により設立した株式会社エフ・ヴィ北海道(資本金１千万円)の全株式

を取得

平成14年１月 北海道飲料株式会社を北海道ベンディング株式会社に、富浦飲料株式会社を北海道飲料株式会社

にそれぞれ社名を変更

平成14年４月 北海道システム開発株式会社及びエリオクリーニング株式会社が北海道サービス株式会社と合併

し、存続会社は北海道サービス株式会社(現・連結子会社)

平成16年５月 北海道ビバレッジサービス株式会社を設立(資本金１千万円)

平成16年６月 株式会社エフ・ヴィ北海道及び北海道キャンティーン株式会社を解散(平成16年11月清算結了)

し、２社の事業を北海道ビバレッジサービス株式会社に移管

平成16年12月 帯広工場の閉鎖(生産機能を札幌工場に集約)

平成18年３月 コカ・コーラ社製品の製造を目的とし、北海道コカ・コーラプロダクツ株式会社(資本金５千万

円)を設立

平成20年12月 北海道飲料株式会社を解散

平成21年２月 北海道ベンディング株式会社と北海道ビバレッジサービス株式会社が、北海道ビバレッジサービ

ス株式会社を存続会社とする合併を行い、北海道ベンディング株式会社に社名を変更(現・連結子

会社)

平成21年９月 北海道マシンメンテナンス株式会社と北海道コカ・コーラプロダクツ株式会社が合併し、存続会

社は北海道コカ・コーラプロダクツ株式会社（現・連結子会社）

(注)　当社(昭和38年１月24日設立)は、株式上場を目的として株式額面変更のため昭和48年４月１日に、東北満俺株式会

社(昭和15年８月１日設立)を合併会社とし、当社を被合併会社として合併を行いましたが、事実上の存続会社は北

海道コカ・コーラボトリング株式会社であります。
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３ 【事業の内容】

　当社の企業集団は、当社、当社の親会社及び連結子会社４社で構成されており、親会社の大日本印刷株式

会社は印刷事業を主な事業内容としているのに対し、当社グループの事業は清涼飲料の製造・販売事業で

あります。当社が販売するほか、子会社が製造、運送、自動販売機のオペレーションなどの付帯業務を行っ

ております。

　当社グループの事業に係わる各社の位置付け及び事業の系統図は以下のとおりであります。なお、当社グ

ループは清涼飲料の製造・販売事業の単一セグメントであります。

　

　　(1)当社グループの事業に係わる各社の位置付け

　当社が販売するほか、北海道ベンディング株式会社が自動販売機による販売事業及び自動販売機のオペ

レーション事業を行っております。北海道コカ・コーラプロダクツ株式会社は当社からの業務委託によ

り、コカ・コーラ社製品の製造及び自動販売機の修理等の事業を行っております。幸楽輸送株式会社は商

品の拠点間運送・構内荷役等の事業を行っております。北海道サービス株式会社は当社事業所の一般事務

処理業務のほか事務機器のリースを行っております。

　
　　(2)事業の系統図
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

大日本印刷㈱ 東京都新宿区 114,464印刷事業
60.0
(6.8)

当社は広告用資材等を購入し
ております。
役員の兼任２名、被転籍３名

(連結子会社)

北海道札幌市清田区 70
事務機器のリー
ス、一般事務処理
業務の受託等

100.0

当社一般事務処理業務の受託
等を行っています。当社所有の
建物を賃借しております。
役員の兼任等・・・有

北海道サービス㈱

(連結子会社)

北海道札幌市清田区 20運送、構内荷役 100.0

当社商品の運送、工場内の荷役
作業及び保管を行っておりま
す。当社所有の建物を賃借して
おります。
役員の兼任等・・・有

幸楽輸送㈱

(連結子会社)

北海道札幌市清田区 10飲料・食品販売 100.0

当社より商品を購入し自動販
売機による販売を行っており
ます。また、当社の自動販売機
のオペレーション業務を代行
しております。当社所有の建物
を賃借しております。
役員の兼任等・・・有

北海道ベンディング㈱

(連結子会社)

北海道札幌市清田区 50
飲料製造、自動販
売機の修理・設置

100.0

当社からの業務委託によりコ
カ・コーラ社製品の製造、当社
自動販売機の修理・保守を
行っております。当社所有の建
物を賃借しております。
役員の兼任等・・・有

北海道コカ・コーラプロダクツ㈱

(注) １　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(　)内は間接所有割合を内数で記載しております。

２　上記連結子会社は、いずれも特定子会社に該当しておりません。

３　親会社の大日本印刷㈱は、有価証券報告書を提出しております。

４　上記連結子会社は、いずれも売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％以

下であるため主要な損益情報等の記載を省略しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　
(平成24年12月31日現在)

従業員数(名)

1,024[455]

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　当社グループは清涼飲料の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数は記載　し

ておりません。

　

(2) 提出会社の状況

(平成24年12月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

454[69] 41.2 20.6 5,712,357

(注) １　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３　当社は清涼飲料の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数は記載しておりませ

ん。

　
(3) 労働組合の状況

　当社グループでは、提出会社及び連結子会社で労働組合が組織されており、社員の大多数は北海道コカ・

コーラグループ労働組合連合会（組合員数796名）に加入して会社と相互理解を深め、正常且つ円滑な労

使関係を維持しております。

　なお、上記とは別に北海道コカ・コーラボトリング労働組合と北海道地区コカ・コーラ労働組合があり

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、金融緩和政策への期待感により年末にかけて景気停滞が底を

打ったものの、年間を通じては海外経済の減速や外交の緊迫の影響を受け、輸出と国内生産の低迷が長引

くなど、厳しい状況が続きました。

清涼飲料業界では、８月後半から好天が続いたことによって、清涼飲料の需要が高まったものの、原材

料価格の高騰や販売促進費の増加による企業収益への影響も大きく、依然として厳しい状況にありまし

た。北海道においては観光産業が概ね震災前の水準に回復したものの、依然として個人消費の回復が見ら

れないなど、厳しい状況にありました。

このような状況のなかで、当社グループは、生活者ニーズの多様化に対応し、様々な飲用シーンにおい

て、ブランド、容量、パッケージ、販売価格及び販売チャネルを最適な組み合わせで提供することで、飲料

需要を喚起し、セールスの拡大をはかりました。その施策の一つとして、多様な形状の製品を生産するこ

とができる無菌充填生産設備を新設し、少人数の世帯が多い北海道の生活者のライフスタイルに適合し

た、飲みきりサイズで持ち運びにも便利な新型ペットボトル「スマートボトル」（容量1.25リットル）

を北海道限定で発売しました。この「スマートボトル」は、北海道限定商品として初めてテレビコマー

シャルの放映を行うとともに、北海道全域で一斉に売り場作りをすることで、認知度の向上をはかりまし

た。

営業面では、売上の見込めるオフィス及び屋内ロケーションへの自動販売機の新規設置強化を継続し

て行うとともに、商品ラインアップの充実に注力しました。また、重点商品の取扱店舗の拡大や売り場の

獲得に向けた取り組みを継続的に行い、シェアの拡大をはかりました。さらに、新しい販路の開拓に向け

て、ホテル、レストラン、カフェ等のサービス業種を対象とした営業活動を強化するとともに、小規模の取

引先を対象とした販売機材や納品方法の検討及び試験導入を継続しました。また、シニア層や主婦層を中

心に、清涼飲料を、より楽に、楽しくお買い求めいただけるよう、インターネット等を利用した宅配サービ

ス「グッと楽便（らくびん）」を開始するなど、清涼飲料需要の発掘をはかりました。新商品としては、

「スマートボトル」のほか、北海道民の嗜好調査を基に開発した、100％果汁使用の炭酸飲料「ミニッツ

メイド 大人の贅沢りんご」を発売するとともに、北海道の自然風景をパッケージに使用したコーヒー飲

料「ジョージア サントスプレミアム」に、新たに“大雪山”及び“十勝平野”を採用するなど、北海道

の生活者のニーズを満たす商品や、北海道に根ざした商品の開発を推進しました。このほか、コーヒー飲

料「ジョージア ミルクコーヒー」、炭酸飲料「シュウェップス ブリティッシュレモントニック」、茶系

飲料「太陽のマテ茶」、スポーツ飲料「アクエリアス ゼロ」、フレーバーウォーター「い・ろ・は・す 

りんご」などの新商品を発売しました。当期のプロモーションとしては、「コカ・コーラＴＭ ロンドン

オリンピックナショナルプロモーション」及び「道産子ご褒美プレゼントプロモーション」などを実施

し、新規需要の創出につとめました。

企業体質の強化策としては、自社製造比率の向上により物流費の軽減等、原価の低減につとめるととも

に、製造及び物流プロセスにおける管理指標の見える化を推進し、改善活動につとめました。

地域との結びつきを深める活動としては、平成18年に北海道と締結した「災害時における飲料の供給

等防災に関する協力協定」に基づき取り組んできた、電光掲示板付き自動販売機を活用して、災害情報の

配信や災害時における飲料の無償提供を行う協働事業につき、平成24年３月までに北海道内の全市町村

と協定を締結完了したほか、北海道内の津波浸水区域内にある自動販売機への海抜表示展開を開始し、安

全・安心な地域づくりに貢献しました。

社会貢献活動としては、野外での体験活動に制限を受けている福島の子どもたちを対象に、「ふくしま

キッズ栗山サマーキャンプ」を、多くの賛同企業、地元団体及び学生ボランティアの支援のもと、開催し

ました。

環境保全活動としては、３月に新設した生産設備において、薬剤を使わないＥＢ（エレクトロン・ビー

ム）殺菌設備や環境に配慮した新技術を導入し、従来の設備と比較して省エネルギー、節水、省資源を実

現しました。また、夏季の節電対策として、以前より継続して取り組んでいる自動販売機のピークカット

運転に加え、冷却運転の輪番停止、工場操業時間のピークシフトなどを実施し、ピーク時間帯における消

費電力の削減につとめました。
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以上のような取組みを実施いたしましたが、市場における価格競争の激化による利益率の悪化や販売

促進費の増加などの影響により、当連結会計年度の業績は、売上高は562億７千６百万円（前連結会計年

度比1.4％減）、営業利益は５億３百万円（前連結会計年度比65.2％減）、経常利益は６億２千９百万円

（前連結会計年度比58.1％減）となりました。また、特別損失として固定資産売却損及び除却損や減損損

失など１億３千２百万円を計上した結果、税金等調整前当期純利益は４億９千９百万円（前連結会計年

度比80.4％減）、法人税等を控除した当期純利益は７億２千２百万円（前連結会計年度比72.8％減）と

なりました。
なお、当社グループは、清涼飲料の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの業
績の記載は省略しております。

　

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度に比べ30億

３千万円減少し、71億５千９百万円になりました。

当連結会計年度における活動ごとのキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。

　
≪営業活動によるキャッシュ・フロー≫

営業活動によって得られた資金は、40億６千３百万円（前連結会計年度は55億１千８百万円の収入）

になりました。これは、税金等調整前当期純利益４億９千９百万円、減価償却費39億７千６百万円、退職給

付引当金の増加６億５千２百万円などに対し、たな卸資産の増加７億１百万円、仕入債務の減少８億３千

８百万円などがあったことによるものです。

　
≪投資活動によるキャッシュ・フロー≫

投資活動の結果によって使用した資金は、64億９千６百万円（前連結会計年度は14億８千万円の使

用）になりました。これは、主に市場における競争力強化のため自動販売機の増設及び更新や、工場ライ

ンの増強などの有形固定資産の取得による支出66億３千９百万円によるものです。

　
≪財務活動によるキャッシュ・フロー≫

財務活動の結果によって使用した資金は、５億９千７百万円（前連結会計年度は５億５千万円の使

用）になりました。これは主に配当金の支払４億３千８百万円によるものです。

　

EDINET提出書類

北海道コカ・コーラボトリング株式会社(E00408)

有価証券報告書

 9/89



　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは清涼飲料の製造・販売事業の単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはあ

りませんが、当連結会計年度における生産実績を示すと、次のとおりであります。
　

名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

清涼飲料水等 33,405 ＋5.3

(注) １　金額は、製造原価によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループは受注を主体とした生産を行っていないため、受注実績の記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当社グループは清涼飲料の製造・販売事業の単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはあ

りませんが、当連結会計年度における販売実績を示すと、次のとおりであります。
　

名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

清涼飲料水等 56,276 △1.4

(注) １　相手先別販売実績において、総販売実績に対する該当割合が10％以上の相手先はありません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　

３ 【対処すべき課題】

今後の見通しについては、海外経済の状況の改善により、景気回復へ向かうことが期待されるものの、

雇用環境やデフレの影響等による下振れリスクが依然として存在し、先の見えない状況が続くものと思

われます。

清涼飲料業界においても、消費低迷が長引くなか、販売促進費の増加による企業収益の圧迫に歯止めが

かからず、引き続き厳しい経営環境が予想されます。

このような環境のなかで、当社グループは、「コカ・コーラのブランド力と道産子企業の地域密着力で

北海道に貢献する」ことをビジョンとする中期経営計画を今期よりスタートさせ、「新しい販路の開

拓」、「売り場で勝つ」、「新たな価値の提供」、「グループローコスト経営の実現」の４つの戦略を遂

行することで、持続的な成長の実現につとめていきます。また、「地域に信頼され、認められる企業」を目

指して、内部統制システムの構築と運用によるコーポレートガバナンスの充実及びコカ・コーラ独自の

統合的なマネジメントシステムである「ＫＯＲＥ（コア）」による品質・安全性・環境の維持向上につ

とめていきます。

EDINET提出書類

北海道コカ・コーラボトリング株式会社(E00408)

有価証券報告書

10/89



　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの業績等は、今後起こりうるさまざまな要因により大きな影響を受ける可能性があり、当

社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その影響を最小限にとどめるよう対応につ

とめていく方針です。

有価証券報告書提出日（平成25年３月29日）現在で、当社グループがリスクと判断した主な事項は、次

のとおりであります。

　
(1) ザ コカ・コーラカンパニー及び日本コカ・コーラ株式会社との契約について

当社は、ザ コカ・コーラカンパニー及び日本コカ・コーラ株式会社との間のボトラー契約に基づき、

事業活動を行っております。

　
(2) 品質管理について

当社グループの商品は清涼飲料であります。当社グループは、お客様に高品質で安心してお飲みいただ

ける商品を提供するため、製造・販売・管理部門を対象として品質マネジメントシステム「ＩＳＯ９０

０１：２００８」の認証を取得しています。商品の安全性はもちろんのこと、お客様の一層の満足度向上

をはかるため、社員の意識向上や品質に関する事故の予防活動を推進しておりますが、万一、品質に関す

る事故が発生した場合には、その発生が当社グループに起因するものであるか否かを問わず、ブランドイ

メージを著しく損ねる恐れがあります。そのような事態が発生した場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　
(3) 清涼飲料業界について

① 市場競争

清涼飲料市場においては、近年市場が成熟状態にあるといわれており、当面市場の大きな伸びは期待

できない状況にありますが、当社の販売地域の清涼飲料各社間の販売シェア獲得競争は激しく、スー

パーマーケット等における小売価格の低下に伴う販売促進費の増加などにより、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。

② 天候要因

当社が事業を展開する清涼飲料の売上は、その商品の特性上、天候等の影響を受けやすい傾向にあり

ます。特に最需要期の冷夏や冬季の大雪等も当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
(4) 経済状況による影響について

① 道内景気と消費動向

当社グループは、北海道の市場を中心として事業活動を展開しております。現在の北海道内の景気の

状況から、今後の個人消費が急激に回復するとは想定しておりませんが、急速に個人消費が減少した場

合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 保有資産の価値変動

当社グループが保有する土地や有価証券等の価値が変動することにより、当社グループの業績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。例えば、有価証券につきましては、時価を有するものはすべて

時価にて評価しているため、株式市場等における時価の変動の影響を受けます。

③ 年金資産の時価変動リスク

当社グループにおきましては、確定給付型の企業年金基金制度を有しております。このため、有価証券

で構成されている年金資産の運用が悪化した場合には、退職給付費用が増加し、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

　
(5) 法的規制等について

当社グループが営む清涼飲料の製造・販売事業におきましては、「食品衛生法」、「製造物責任（Ｐ

Ｌ）法」、「道路交通法」、「廃棄物処理法」及び「容器包装リサイクル法」など、さまざまな規制が存

在しております。当社グループは、これらすべての規制を遵守し、安全かつ安心な商品の提供につとめて

まいります。従いまして、これらの規制が強化された場合には、規制遵守にかかわる費用などが新たに発

生することにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(6) 個人情報の管理について

当社グループは、個人情報を保有しております。これらの個人情報の保護に関し、グループ一体となり、

ガイドラインの策定及び遵守、全従業員への継続した教育・啓発活動を実施しておりますが、万一、これ

らの個人情報が外部に漏洩した場合、当社グループの信用低下を招き、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　
(7) 環境関連について

当社グループは、札幌工場サイトで認証取得している「ＩＳＯ１４００１：２００４（環境マネジメ

ントシステム）」を有効に活用し、環境保全活動に積極的に取り組むと同時に法令を遵守し、環境汚染の

防止につとめておりますが、万一、環境汚染、法令違反等により当社グループの信用が低下した場合は、当

社グループの業績などに大きく影響を及ぼす可能性があります。

　
(8) 災害の発生について

製造設備等の主要施設に関しては、防火、耐震対策などを実施するとともに、災害などによって生産活

動の停止、あるいは製品供給に混乱をきたすことのないようつとめております。しかし、大地震などの大

規模な天災などにより、生産活動の停止や社会インフラの大規模な損壊など予想を超える事故が発生し

た場合は、業績などに大きな影響を及ぼす可能性があります。

　
　

５ 【経営上の重要な契約等】
　

ボトラー契約

当社は、ザ コカ・コーラカンパニー及び日本コカ・コーラ株式会社との間に、北海道を販売地域とす

るコカ・コーラ等の製造・販売及び商標使用等に関する契約を締結しております。

　
　

６ 【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計基準に基

づき作成されております。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要な事項につきましては、合理

的な基準に基づき会計上の見積りを行っております。

その他重要な会計方針は「第５経理の状況、１連結財務諸表等、(1)連結財務諸表の「連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事項」」に記載しております。

　

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度末の財政状態については、総資産は、現金及び預金などの減少により、前連結会計年度

末に比べ16億６千万円減少の460億４千７百万円となりました。

負債は、買掛金や設備関係未払金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ19億５千７百万円減少の

80億８千２百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ２億９千７百万円増加の379億６千

５百万円になりました。

この結果、自己資本比率は82.4％となり、当連結会計年度末の１株当たり純資産額は1,039円18銭とな

りました。

　

(3) 当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績は、市場における価格競争の激化による利益率の悪化や販売促進費の増加

などの影響により、売上高は562億７千６百万円（前連結会計年度比1.4％減）、営業利益は５億３百万円

（前連結会計年度比65.2％減）、経常利益は６億２千９百万円（前連結会計年度比58.1％減）となりま

した。また、特別損失として固定資産売却損及び除却損や減損損失など１億３千２百万円を計上した結

果、税金等調整前当期純利益は４億９千９百万円（前連結会計年度比80.4％減）、当期純利益は７億２千

２百万円（前連結会計年度比72.8％減）となりました。

　
(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２事業の状況、

４事業等のリスク」をご参照下さい。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性の分析

キャッシュ・フローの分析については、「第２事業の状況、１業績等の概要、(2)キャッシュ・フローの

状況」に記載しております。

当社グループは、商品及び原材料仕入等の運転資金のほか、自動販売機を中心とした販売機器や生産設

備等の設備投資資金等の需要がありますが、全額自己資金でまかなっており、当連結会計年度末における

借入金残高はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資総額は62億２千７百万円であります。競争優位を確保するため、自動

販売機等の販売機器の増設及び更新を行うほか、札幌工場においては、多様な形状の製品を生産すること

ができる生産設備を導入しました。

なお、当社グループは清涼飲料の製造・販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の設備の

状況は記載しておりません。

また、重要な設備の除却又は売却はありません。

　
　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

(平成24年12月31日現在)

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

札幌工場
(札幌市清田区)

製造設備 2,166 5,017
1,174
(58)

15 28 8,402(注３)－

道央地区
(札幌市白石区他)

販売設備 980 0
1,457
(62)

85 1,744 4,268
105
(10)

道南地区
(函館市他)

販売設備 417 ―
804
(42)

46 752 2,021
58
(18)

道北地区
(旭川市他)

販売設備 688 0
279
(96)

42 737 1,748
64
(8)

道東地区
(河東郡音更町他)

販売設備 706 8
568
(32)

22 494 1,800
43
(10)

本社、
その他厚生施設等
(札幌市清田区他)

本社機能
等

2,218 251
1,692
(109)

88 1,038 5,289
184
(23)

合計 7,177 5,278
5,977
(403)

301 4,79523,531
454
(69)

(注) １　帳簿価額の金額は、有形固定資産及び無形固定資産の帳簿価額であります。なお、金額には消費税等は含まれて

おりません。

　　 ２　帳簿価額「その他」は、販売機器、工具、器具及び備品、無形固定資産の合計で表示しております。

３　札幌工場における従業員数は全て連結子会社の従業員であるため、記載しておりません。

４　従業員数の(　)内は、嘱託、臨時従業員数を外数で表示しております。

５　上記の他、主要なリース設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名
(所在地)

設備の内容 台数 リース期間 年間リース料
リース契約
残高

本社他
(札幌市清田区他)

車両及び
運搬具

283台　１～６年 63百万円 22百万円
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(2) 国内子会社

(平成24年12月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

幸楽輸送㈱
本社他

(札幌市清田区他)

本社機能
販売設備

―
 

[23]

76
 

[―]

―
(―)
[53]

2
 

[―]

6
 

[―]

84
 

[76]

88
(37)

北海道
サービス㈱

本社他
(札幌市清田区他)

本社機能
販売設備

―
 

[40]

0
 

[―]

―
(―)
[―]

―
 

[―]

1
 

[1]

1
 

[42]

70
(73)

北海道
ベンディング
㈱

本社他
(札幌市清田区他)

本社機能
販売設備

―
 

[65]

―
 

[―]

―
(―)
[―]

488
 

[―]

0
 

[0]

488
 

[65]

253
(195)

北海道
コカ・コーラ
プロダクツ㈱

本社他
(札幌市清田区他)

本社機能
販売設備

0
 

[178]

―
 

[0]

―
(―)
[―]

46
 

[―]

0
 

[0]

47
 

[180]

159
(81)

(注) １　帳簿価額の金額は、有形固定資産及び無形固定資産の帳簿価額であります。なお、金額には消費税等は含まれて

おりません。

２　帳簿価額「その他」は、工具、器具及び備品、無形固定資産の合計で表示しております。

３　上記中[　]は、連結会社から賃借中のものを外数で表示しております。

４　従業員数の(　)内は、嘱託、臨時従業員数を外数で表示しております。

５　上記の他、主要なリース設備の内容は、下記のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容 台数
リース
期間

年間
リース料

リース契約
残高

北海道
ベンディング㈱

本社他
(札幌市清田区他)

車両及び
運搬具

269台１～６年 167百万円 61百万円

北海道
コカ・コーラ
プロダクツ㈱

本社他
(札幌市清田区他)

車両及び
運搬具

37台 １～６年 9百万円 2百万円

　
　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手
年月

完了
予定年月

完成
後の
増加
能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社
本社他

（札幌市清田区他）
販売機器の更新 1,439 ― 自己資金

平成25年
１月

平成25年
12月

（注）

(注) １　完成後の増加能力については、設備の更新が主目的であり、量的な表示が困難のため記載しておりません。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 118,514,000

計 118,514,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,034,493同左
東京証券取引所
（市場第二部)
札幌証券取引所

単元株式数
1,000株

計 38,034,493同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成13年５月25日 (注)△1,486 38,034 ― 2,935 ― 4,924

(注)　利益による自己株式の消却により、発行済株式総数が1,486,000株減少しております。
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(6) 【所有者別状況】

(平成24年12月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 17 11 127 33 2 4,3434,533 ―

所有株式数
(単元)

― 1,268 26 26,3441,651 6 8,66037,95579,493

所有株式数
の割合(％)

― 3.34 0.07 69.41 4.35 0.02 22.81100.00 ―

(注)　自己株式1,500,576株は「個人その他」に1,500単元、「単元未満株式の状況」に576株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

(平成24年12月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１－１ 19,398 51.00

株式会社栗林商会 北海道室蘭市入江町１－19 3,028 7.96

エイチエスビーシーバンク
ピーエルシークライアンツ
ノンタックストリーティ
（常任代理人）
香港上海銀行東京支店

8 CANADA SQUARE,LONDON E14 5HQ
(東京都中央区日本橋３丁目11－１)

608 1.60

北島義俊 東京都新宿区 506 1.33

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ
ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ
ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ
(常任代理人）
シティバンク銀行株式会社

388 GREENWICH STREET,NY,NY10013,USA
(東京都品川区東品川２丁目３－14)

416 1.09

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西３丁目７ 279 0.73

シティバンクロンドン
バンクインターサブアカウント
クラエントアカウント
(常任代理人）
シティバンク銀行株式会社

PICO DE SAN PEDRO 2,28760 TRES CANTOS
MADRID,SPAIN
(東京都品川区東品川２丁目３－14)

238 0.63

栗林徳光 北海道室蘭市 199 0.52

伊藤組土建株式会社 北海道札幌市中央区北４条西４丁目１ 180 0.48

第一生命保険株式会社
(常任代理人)
資産管理サービス信託銀行株式会
社

東京都千代田区有楽町１丁目13－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーZ棟)

180 0.47

計 ― 25,033 65.82

(注)　自己株式1,500千株(3.95％)については、議決権がないため上記大株主の状況に含めておりません。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成24年12月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,500,000

― ―

完全議決権株式(その他)
　

普通株式 36,455,000
　

36,455 ―

単元未満株式
　

普通株式 79,493
　

― ―

発行済株式総数 38,034,493― ―

総株主の議決権 ― 36,455 ―

(注)　「単元未満株式」には当社所有の自己株式576株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

(平成24年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）

北海道コカ・コーラ
ボトリング㈱

札幌市清田区清田一条
一丁目２番１号

1,500,000 ― 1,500,0003.95

計 ― 1,500,000 ― 1,500,0003.95

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】

会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 2,458 975,695

当期間における取得自己株式 675 270,565

(注)　当期間における取得自己株式には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売渡)

― ― ― ―

保有自己株式数 1,500,576― 1,501,251―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成25年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置づけています。利益の配分については、株主の

皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績を総合的に判断して実行していきます。また、将来の事業展開

に備えて、内部留保による財務体質の充実につとめ、経営基盤の強化をはかります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金

の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

この方針に基づき、当事業年度の期末配当については、１株につき６円と決議されました。

内部留保金については、財務体質の強化とあわせ、今後の設備投資等に活用いたします。

当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定

款に定めております。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 １株当たり配当額

（百万円） （円）

平成24年８月３日
219 6.00

取締役会決議

平成25年３月28日
219 6.00

定時株主総会決議

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

最高(円) 677 526 474 486 410

最低(円) 451 432 395 353 375

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年７月 平成24年８月 平成24年９月 平成24年10月 平成24年11月 平成24年12月

最高(円) 401 395 398 400 404 410

最低(円) 390 390 388 390 394 391

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 　 角 野 中 原 昭和17年２月22日生

昭和40年４月 大日本印刷株式会社入社

(注)４ 32

平成９年３月 当社監査役

平成11年６月 大日本印刷株式会社

取締役関西商印事業部長

平成12年３月 当社監査役退任

平成16年３月 大日本印刷株式会社退社

同　　年３月 当社入社、顧問

同　　年３月 代表取締役専務

平成19年３月

平成23年３月

平成25年３月

代表取締役社長

代表取締役会長

取締役会長(現任)

取締役社長
(代表取締役)

　
　

矢 吹 健 次 昭和24年９月２日生

昭和47年４月 大日本印刷株式会社入社

(注)４ 14

平成17年６月 同社役員(コーポレート・オフィサー)

包装事業部長

平成19年３月 当社取締役

同    年６月 大日本印刷株式会社

取締役包装事業部長

平成20年３月 当社常務取締役営業企画部、業務推進

部、アカウント営業部、フードサービス

営業部担当

同　　年６月 大日本印刷株式会社退社

平成22年３月 当社代表取締役専務営業部門統括、営

業企画室、コカ・コーラシステム担当

平成23年３月 代表取締役社長(現任)

専務取締役
(代表取締役)

営業統括本部
長、広報・Ｃ
ＳＲ推進部、
コカ・コーラ
システム担当

佐々木 康行 昭和29年２月２日生

昭和52年４月 大日本印刷株式会社入社

(注)４ 9

平成12年12月 同社包装総合開発センター

システム開発本部開発第１部長

平成14年２月 同社退社

同　　年３月 当社入社

平成18年３月 取締役製造統括本部長

平成22年３月 常務取締役技術部、生産管理部、品質保

証部、ＩＴ推進室担当

平成25年３月 代表取締役専務営業統括本部長、広報・

ＣＳＲ推進部、コカ・コーラシステム担

当(現任)

常務取締役 総務人事部長 森 川 浩 志 昭和33年４月22日生

昭和56年４月 大日本印刷株式会社入社

(注)４ 9

平成17年４月 大日本商事株式会社総務部長
平成18年３月 同社退社
同　　年３月 当社入社、顧問
同　　年３月 取締役総務部長、広報部担当
平成24年３月 常務取締役総務人事部長、広報・ＣＳ

Ｒ推進部担当
平成25年３月 常務取締役総務人事部長(現任)

取締役
経営管理部担
当

前 田 則 彦 昭和30年１月12日生

昭和55年４月 大日本印刷株式会社入社

(注)４ 6

平成16年10月 株式会社ＤＮＰ北海道

執行役員管理部長

平成17年３月 同社退社

同　　年４月 当社入社、管理部長

平成19年10月 執行役員管理部長

平成21年３月 取締役経営管理部担当(現任)

取締役
生産管理部、
技術部、品質
保証部担当

不 動 直 樹 昭和35年６月４日生

昭和58年４月 当社入社

(注)４ 4

平成17年６月 技術部長

平成21年３月 執行役員生産管理部長、ＩＴ推進室長

平成23年３月 取締役管理本部生産管理部長

平成24年３月 取締役生産管理部、技術部、品質保証部

担当(現任)

取締役
営業統括本部
リテール事業
部長

橋 田 久 男 昭和34年４月12日生

昭和53年11月

平成20年10月

平成21年４月

平成22年10月

平成24年３月

 
平成25年３月

当社入社

リテール事業部道南支店長

リテール事業部函館販売部長

営業統括本部リテール事業部長

執行役員営業統括本部リテール事業部

長

取締役営業統括本部リテール事業部長

(現任)

(注)４ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 　 野 坂 良 樹 昭和23年10月２日生

昭和48年４月

平成19年６月

大日本印刷株式会社入社

同社取締役技術本部長、技術開発セン

ター、環境安全部担当

(注)４ 1

平成20年３月

平成21年５月

 
平成22年６月

 
 

当社監査役

株式会社ディー・エヌ・ケー

代表取締役社長(現任)

大日本印刷株式会社

常務取締役技術本部長、技術開発セン

ター、環境安全部担当(現任)

平成24年３月 当社取締役(現任)

常勤監査役 　 林　　繁 男 昭和21年１月15日生

昭和43年４月 当社入社

(注)５ 4

平成12年３月 取締役本社工場長

平成18年３月 常務取締役経営企画室、ＣＳＲ推進部、

人事部、管理部、ＩＴ推進室担当

平成20年３月 専務取締役営業部門統括、コカ・コーラ

システム担当

平成22年３月 常勤監査役(現任)

常勤監査役 　 関 本 康 夫 昭和23年11月21日生

昭和43年５月 当社入社

(注)６ ―

平成12年１月 関連事業部長

平成19年10月 執行役員ＳＣＭ管理部長

平成21年３月 当社退社

同　　年３月 幸楽輸送株式会社

代表取締役社長(平成24年３月まで)

平成24年３月 当社常勤監査役(現任)

監査役 　 古 谷 滋 海 昭和25年９月10日生

昭和48年４月 大日本印刷株式会社入社

(注)６ ―

平成19年５月 同社役員(コーポレート・オフィサー)管

理部長、関連事業部担当

平成20年３月 当社監査役(現任)

平成22年６月

 
平成24年４月

 

大日本印刷株式会社

常務役員管理部長、関連事業部担当

同社常務役員管理部、関連事業部、海外事

業統括本部担当(現任)

監査役 　 春 原　  誠 昭和22年４月18日生

昭和48年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

(注)５ ―

昭和57年５月 茅根・春原法律事務所設立

平成４年４月 司法研修所民事弁護教官

(平成７年４月まで)

平成22年３月 当社監査役(現任)

監査役 　 冨 岡 公 治 昭和16年７月16日生

昭和47年４月 弁護士登録(札幌弁護士会)

水原法律事務所入所

(注)６ ―

昭和49年８月 冨岡法律事務所設立

昭和60年４月 札幌弁護士会副会長

平成９年４月 札幌弁護士会常議員会議長

平成10年４月 財団法人法律扶助協会札幌支部長(現

任)

平成24年３月 当社監査役(現任)

計 　 80

　 (注) １　取締役 野坂良樹氏は会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２　監査役 古谷滋海、春原誠、冨岡公治の各氏は会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３　監査役 春原誠氏は有価証券上場規程第436条の２に定める「独立役員」であります。

４　平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年12月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

５　平成21年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年12月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

６　平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年12月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

７　取締役会長 角野中原氏の氏名に関しては、「開示用電子情報処理組織等による流通開示手続ガイドライン」

（金融庁総務企画局）の規定により使用可能とされている文字以外を含んでいるため、電子開示システム（Ｅ

ＤＩＮＥＴ）上使用できる文字で代用しております。

８  当社では、経営に関する的確かつ迅速な意思決定、それに基づく円滑な業務執行をはかるため、執行役員制度

を導入しております。執行役員は次のとおりであります。

上島 信一 広報・ＣＳＲ推進部 ＣＳＲ専任担当

山田 雄亮

内田 尋己

営業統括本部チェーンストア事業部長

生産管理部長

菅原 一機 営業統括本部営業企画室長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業倫理とコンプライアンスの重要性を認識し、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことを

経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけており、このことが、企業価値の向上に不可欠であると認

識しております。

その実現のために、株主の皆様や取引先をはじめ、生活者、社員等さまざまなステークホルダーとの良好

な関係を築くとともに、的確な経営の意思決定、それに基づく業務執行、並びに適正な監督・監視を可能と

する経営体制を構築し、総合的なコーポレート・ガバナンスの充実につとめております。
　

１ 企業統治の体制

(1) 取締役会

取締役会は、社外取締役１名を含む８名（平成25年３月29日現在）で構成されており、会社の重要な業

務執行の決定を行うとともに、各取締役の職務の執行を監督しております。また、常勤役員および執行役員

等で構成する経営会議を毎月１回以上開催し、各種施策を協議・決定するなど業務執行の迅速化につとめ

ております。

グループの経営執行については、経営会議を月１回以上開催し、グループ各社の業務執行状況の把握及

び経営指導を行うとともに経営課題の共有化につとめております。
　

(2) 監査役会

当社は監査役会設置会社であり、社外監査役を含む監査役は、取締役の職務執行について、監査役の定め

る監査基準及び分担に従い監査を実施しており、必要に応じて、取締役、使用人に対して業務執行に関する

報告を求めております。監査役会は、社外監査役３名を含む５名（平成25年３月29日現在）で構成されて

おり、監査役は効率的な経営の意思決定に資するため、取締役会、経営会議等に出席しております。
　

　当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は以下のとおりです。
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２ 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(1) 基本的な考え方

当社では、的確な経営の意思決定、適正かつ迅速な業務執行、並びにそれらの監督・監査を可能とする体

制を維持していくため、経営会議が内部統制の統括組織として、北海道コカ・コーラグループコンプライ

アンス管理基本規程に基づき各部門を検査、指導するとともに、監査室が、内部監査規程に基づき会計監

査、業務監査を実施し、それぞれが監査役へ実施状況を報告することで、業務の適正を確保していくものと

考えます。
　

(2) 整備状況

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

Ⅰ 当社では、全社員（取締役を含む）の行動規範として、「ＤＮＰグループ行動規範」及び「北海道

コカ・コーラグループ社員行動規準」を定めており、研修等を通じてこれらの徹底をはかる。

Ⅱ 当社取締役会については、３ヶ月に１回以上開催し、「取締役会規則」に基づきその適切な運営を

確保するとともに、取締役は相互に職務の執行を監督する。なお、当社は監査役会設置会社であり、

当社監査役は、取締役の職務執行について、監査役会の定める監査基準及び分担に従い、監査を実

施する。

Ⅲ 北海道コカ・コーラグループにおける業務の適正を確保するための体制等の構築及び運用に関し

て、「北海道コカ・コーラグループコンプライアンス管理基本規程」を制定するとともに、当社経

営会議が当該規程に基づき、北海道コカ・コーラグループの内部統制を統括する。

Ⅳ 内部統制実行委員会等の各委員会及び特定の法令等を主管する本社各部門は、経営会議の統括の

もと、その主管する分野について、他の各部門に対し、検査・指導・教育を行う。

Ⅴ 財務報告の信頼性を確保するための体制及び当社が会社情報の適時適切な開示を行うための体制

を整備するため、経営会議の統括のもと、広報・ＣＳＲ推進部が、北海道コカ・コーラグループ会

社情報の適時適切な開示統制を行うものとする。

Ⅵ 業務執行部門から独立した監査室は、各部門及び各グループ会社に対して、業務の適正を確保する

ための体制等の構築・運用状況等についての内部監査・指導を行う。

Ⅶ 当社各部門の長は、「北海道コカ・コーラグループコンプライアンス管理基本規程」に基づき、そ

れぞれの業務内容等に照らして自部門に必要な体制・手続を自律的に決定し、実施・点検・評価

・改善を行う。

Ⅷ 企業倫理行動委員会内に設置されているオープンドアルームは、法令違反等に関する北海道コカ

・コーラグループ社員等からの通報を受け、その対応を行う。
　

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、取締役会議事録、各種委員会議事録、稟議書その他の文書又は電

子文書に記載・記録する。また、これらの情報を記載・記録した文章及び電子文書を、「北海道コカ・

コーラグループ情報セキュリティ基本規程」及び「北海道コカ・コーラグループ文書管理規程」に

従って、適切かつ安全に、検索性の高い状態で、10年間以上保存・管理する。
　

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス、環境、災害、製品安全及び情報セキュリティ等に係るリスク管理については、親

会社である大日本印刷株式会社の助言に基づき、規程等の整備、研修の実施等を行い、リスクの未然防

止につとめるとともに、リスク発生時には、北海道コカ・コーラグループにおける損失を回避・軽減

するため、速やかにこれに対応する。また、新たに生じたリスクについては、速やかに対応すべき組織

及び責任者たる取締役を定める。
　

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

Ⅰ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を

３ヶ月に１回以上開催するほか、必要に応じて適時開催する。

Ⅱ 取締役会の決定に基づく職務の執行については、稟議規程その他の社内規則等に則り、それぞれの

責任者がその権限に従って行う。
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⑤ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

Ⅰ 北海道コカ・コーラグループにおける業務の適正を確保するため、全社員（取締役を含む）の行

動規範として「ＤＮＰグループ行動規範」及び「北海道コカ・コーラグループ社員行動規準」を

定めており、研修等を通じてこれらの徹底をはかるとともに、業務の適正を確保するための体制等

の構築及び運用に関して、「北海道コカ・コーラグループコンプライアンス管理基本規程」を制

定し、各グループ会社は、これらを基礎として、それぞれ諸規程を制定・整備する。

Ⅱ 各グループ会社はⅠの方針等に基づき、事業内容・規模等に照らして自社に必要な体制・手続を

自律的に決定し、実施・点検・評価・改善を行う。

Ⅲ 当社監査室、経営会議事務局及び各委員会を含む本社各部門は、Ⅰ、Ⅱの実施状況について、監査も

しくは検査・指導・教育を行う。

Ⅳ 北海道コカ・コーラグループにおける重要な業務の意思決定及び執行状況については、親会社で

ある大日本印刷株式会社へ報告する。また親会社である大日本印刷株式会社の監査室及び企業倫

理行動委員会等による、北海道コカ・コーラグループにおけるコンプライアンス体制の構築・運

用状況等の、監査もしくは検査・教育を受け入れる。

Ⅴ 親会社である大日本印刷株式会社及び大日本印刷株式会社以外の株主の利益が実質的に相反する

おそれのある大日本印刷株式会社との取引その他の施策を実施するにあたっては、必ず取締役会

に付議の上、決定する。
　

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

当面、監査役の職務を補助すべき使用人は設置しないが、監査役が設置を求めた場合には、取締役会

は、設置するか、また、その人数・地位等について検討・決議する。
　

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び

   監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

Ⅰ 監査役は、必要に応じて、いつでも取締役及び使用人に対して、業務執行に関する報告を求めるこ

とができるものとし、北海道コカ・コーラグループの取締役及び使用人は、当該報告を求められた

場合は、速やかに報告を行う。

Ⅱ 取締役は、法令に違反する事実その他会社に著しい損害を与える恐れのある事実を発見したとき

は、監査役に対して当該事実を速やかに報告する。

Ⅲ 当社監査室及び経営会議事務局は、その監査内容、業務の適正を確保するための体制等の構築・運

用状況等について、それぞれ定期的に監査役へ報告する。

Ⅳ 代表取締役は、定期的に、監査役会と意見交換を行う。
　

⑧ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

当社では、社員は、暴力団等反社会的勢力と関わりをもち、また自身がそれに類した反社会的行為を

おこなうなど、社会の意図に反する行為をおこなってはならないことを基本方針とし、整備状況とし

て、「ＤＮＰグループ行動規範」にその旨を規定し、グループ社員全員に配布し周知徹底をはかって

いる。
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(3) 内部監査及び監査役監査の状況

当社は、監査室(４名)による内部監査体制と、監査役及び会計監査人による監査体制をとっております。

監査室は、業務執行部門から独立した客観的な視点で、当社グループの業務監査を行い、問題点の指摘、

改善策の提案などを実施しております。

監査役は、監査室と定期的な情報交換を行うとともに、会計監査人からは期初に監査計画の説明を受け、

期中に適宜監査状況を聴取し、期末に監査結果の報告を受けるなど、緊密な連携をはかっております。
　

(4) 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び監査業務に係る補助者の構成

は以下のとおりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

笹山淳、秋元ゆりか

・所属する監査法人

明治監査法人

・会計監査業務に係る補助者数

公認会計士他　　８名
　

(5) 社外取締役及び社外監査役

当社は、業務執行の監督機能強化と、幅広い経営的視点を取り入れるため、社外取締役１名、社外監査役

３名を選任しております。

当社では、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準等はありませんが、一般株

主と利益相反が生じないよう、金融商品取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にし

ております。

社外取締役の野坂良樹氏は、親会社である大日本印刷株式会社の常務取締役であり、当社の株式を１千

株所有しております。

社外監査役３名のうち、古谷滋海氏は大日本印刷株式会社の常務役員であります。当社は大日本印刷株

式会社より広告用資材等を購入しておりますが、条件等につきましては他の一般取引先と同様でありま

す。

上記以外に当社と社外取締役及び社外監査役に、特別な利害関係はありません。

また、当社の社外監査役である春原誠氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が

生じるおそれのない独立役員であります。

　

３ 役員報酬の内容

(1) 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

145 145 ― ― ― 7

監査役
(社外監査役を除く)

21 21 ― ― ― 3

社外役員 7 7 ― ― ― 5

　

(2) 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(3) 役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬等については、株主総会で承認された取締役報酬等の限度内で算定しており、取締役会に

おいて協議、決定しております。

各取締役の報酬等については、担当する職務、責任、業績、貢献度等の要素を基準として、総合的に勘案し

決定しております。

監査役の報酬等については、監査役報酬等の限度内で算定しており、各監査役の報酬等については監査

役の協議により決定しております。
　

４ 取締役の定数

当社の取締役は、８名以内とする旨定款に定めております。

　

５ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を定款に定めており

ます。
　

６ 社外取締役及び社外監査役との責任限定契約

当社は、会社法第427条第１項の規定による、社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423条第１項の

責任を限定する契約を締結しました。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としておりま

す。
　

７ 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とする

ため、自己の株式を取得することを目的とするものであります。
　

８ 取締役の責任免除

当社は、取締役（取締役であったものを含む。）の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大

な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除すること

ができる旨を定款に定めております。これは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮し

て、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。
　

　

９ 監査役の責任免除

当社は、監査役（監査役であったものを含む。）の会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大

な過失がない場合は、取締役会の決議によって、法令の定める限度額の範囲内で、その責任を免除すること

ができる旨を定款に定めております。これは、監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮し

て、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。
　

10 中間配当の決定機関

当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款

に定めております。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行

うことを目的とするものであります。
　

11 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運

営を行うことを目的とするものであります。
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12 株式の保有状況

① 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                        39銘柄

貸借対照表計上額の合計額      441百万円

　

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

有目的
　

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

イオン北海道㈱ 380,000 135営業取引の関係強化

㈱札幌北洋ホールディングス 100,500 27資金・金融関連業務の円滑な推進

マックスバリュ北海道㈱ 16,624 25営業取引の関係強化

㈱ゲオディノス 40,000 13営業取引の関係強化

㈱もしもしホットライン 10,752 7 営業取引の関係強化

㈱フジタコーポレーション 86 4 営業取引の関係強化

日本電信電話㈱ 1,020 4 営業取引の関係強化

コカ・コーラウエスト㈱ 2,815 3 情報収集の強化

㈱モスフードサービス 800 1 営業取引の関係強化

コカ・コーラセントラルジャパン㈱ 1,145 1 情報収集の強化

㈱日本製紙グループ本社 514 0 営業取引の関係強化

㈱千趣会 1,000 0 営業取引の関係強化
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

イオン北海道㈱ 380,000 154営業取引の関係強化

マックスバリュ北海道㈱ 18,228 30営業取引の関係強化

㈱北洋銀行 100,500 24資金・金融関連業務の円滑な推進

㈱ゲオディノス 40,000 13営業取引の関係強化

㈱もしもしホットライン 10,752 11営業取引の関係強化

㈱フジタコーポレーション 91 4 営業取引の関係強化

コカ・コーラウエスト㈱ 2,815 3 情報収集の強化

日本電信電話㈱ 1,020 3 営業取引の関係強化

㈱モスフードサービス 800 1 営業取引の関係強化

コカ・コーラセントラルジャパン㈱ 1,145 1 情報収集の強化

㈱日本製紙グループ本社 514 0 営業取引の関係強化

㈱千趣会 1,000 0 営業取引の関係強化

　

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 25 ― 25 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 25 ― 25 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。
　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。
　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査報酬の決定方針は、監査予定時間等を総合的に勘案の上、決定しています。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号）に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号）に基づいて作成しております。

　
　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年１月１日から平成

24年12月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年１月１日から平成24年12月31日まで）の財務

諸表について、明治監査法人により監査を受けております。

　
　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行なっております。

具体的には、公益財団法人財務会計基準機構への加入や、会計基準に関する研修会等を通じ、会計基準等

の内容を適切に把握する体制を整備しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 10,194

※1
 7,163

受取手形及び売掛金 ※2
 4,422 4,245

商品及び製品 3,862 4,406

原材料及び貯蔵品 155 313

繰延税金資産 22 311

その他 2,137 1,737

貸倒引当金 △12 △19

流動資産合計 20,781 18,158

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 20,862 20,997

減価償却累計額 △13,567 △13,796

建物及び構築物（純額） 7,295 7,200

機械装置及び運搬具 14,445 18,075

減価償却累計額 △12,133 △12,720

機械装置及び運搬具（純額） 2,312 5,355

販売機器 22,698 23,471

減価償却累計額 △18,471 △19,300

販売機器（純額） 4,226 4,171

工具、器具及び備品 1,345 1,234

減価償却累計額 △1,062 △999

工具、器具及び備品（純額） 283 234

土地 6,091 6,049

リース資産 688 1,100

減価償却累計額 △197 △334

リース資産（純額） 490 766

建設仮勘定 1,137 249

有形固定資産合計 21,836 24,027

無形固定資産

ソフトウエア 704 524

その他 22 22

無形固定資産合計 727 547

投資その他の資産

投資有価証券 417 442

長期貸付金 359 349

繰延税金資産 － 25

前払年金費用 2,794 2,112

その他 833 410

貸倒引当金 △41 △26

投資その他の資産合計 4,362 3,314

固定資産合計 26,926 27,889

資産合計 47,707 46,047
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,394 2,555

リース債務 134 205

未払金 ※1
 1,666

※1
 1,696

未払法人税等 202 230

解体撤去引当金 273 －

環境対策引当金 3 －

設備関係未払金 1,064 125

その他 1,584 1,622

流動負債合計 8,325 6,436

固定負債

リース債務 385 603

繰延税金負債 1,063 794

資産除去債務 103 100

退職給付引当金 91 62

その他 69 85

固定負債合計 1,713 1,646

負債合計 10,039 8,082

純資産の部

株主資本

資本金 2,935 2,935

資本剰余金 4,924 4,924

利益剰余金 30,698 30,981

自己株式 △899 △900

株主資本合計 37,658 37,940

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10 24

その他の包括利益累計額合計 10 24

純資産合計 37,668 37,965

負債純資産合計 47,707 46,047

EDINET提出書類

北海道コカ・コーラボトリング株式会社(E00408)

有価証券報告書

32/89



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 57,072 56,276

売上原価 36,282 36,350

売上総利益 20,789 19,925

販売費及び一般管理費 ※1
 19,341

※1
 19,422

営業利益 1,448 503

営業外収益

受取利息 16 11

受取配当金 11 11

受取賃貸料 31 23

受取補償金 － 27

その他 97 144

営業外収益合計 157 219

営業外費用

支払利息 2 2

固定資産除売却損 ※2
 35

※2
 27

寄付金 45 32

解体撤去費用 － 12

遊休資産減価償却費 9 12

その他 10 6

営業外費用合計 102 93

経常利益 1,503 629

特別利益

固定資産売却益 ※3
 1,599

※3
 2

退職給付制度改定益 56 －

その他 14 －

特別利益合計 1,670 2

特別損失

固定資産売却損 ※4
 372

※4
 22

固定資産除却損 ※5
 162

※5
 75

減損損失 ※6
 4

※6
 32

災害による損失 15 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 74 －

その他 4 1

特別損失合計 633 132

税金等調整前当期純利益 2,539 499

法人税、住民税及び事業税 229 369

法人税等調整額 △340 △592

法人税等合計 △111 △223

少数株主損益調整前当期純利益 2,651 722

当期純利益 2,651 722
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,651 722

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △0 14

その他の包括利益合計 △0 ※1
 14

包括利益 2,650 736

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,650 736

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,935 2,935

当期末残高 2,935 2,935

資本剰余金

当期首残高 4,924 4,924

当期変動額

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,924 4,924

利益剰余金

当期首残高 28,485 30,698

当期変動額

剰余金の配当 △438 △438

当期純利益 2,651 722

当期変動額合計 2,212 283

当期末残高 30,698 30,981

自己株式

当期首残高 △899 △899

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △899 △900

株主資本合計

当期首残高 35,446 37,658

当期変動額

剰余金の配当 △438 △438

当期純利益 2,651 722

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 2,212 282

当期末残高 37,658 37,940
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 10 10

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 14

当期変動額合計 △0 14

当期末残高 10 24

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 10 10

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 14

当期変動額合計 △0 14

当期末残高 10 24

純資産合計

当期首残高 35,456 37,668

当期変動額

剰余金の配当 △438 △438

当期純利益 2,651 722

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 14

当期変動額合計 2,211 297

当期末残高 37,668 37,965
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,539 499

減価償却費 3,364 3,976

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 74 －

減損損失 4 32

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 △9

退職給付引当金の増減額（△は減少） 508 652

受取利息及び受取配当金 △28 △23

固定資産除売却損益（△は益） △1,029 123

投資有価証券評価損益（△は益） 1 0

投資有価証券売却損益（△は益） △10 －

売上債権の増減額（△は増加） 174 371

たな卸資産の増減額（△は増加） 416 △701

仕入債務の増減額（△は減少） 430 △838

未払消費税等の増減額（△は減少） △10 0

長期未払金の増減額（△は減少） △817 △12

その他 52 316

小計 5,658 4,386

法人税等の支払額 △139 △323

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,518 4,063

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 20 －

有形固定資産の取得による支出 △3,618 △6,639

有形固定資産の売却による収入 2,438 87

無形固定資産の取得による支出 △139 △78

資産除去債務の履行による支出 △0 △0

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の売却による収入 19 －

貸付けによる支出 △21 △143

貸付金の回収による収入 125 153

利息及び配当金の受取額 28 23

その他 △330 103

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,480 △6,496

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △110 △156

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △438 △438

利息の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △550 △597

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,487 △3,030

現金及び現金同等物の期首残高 6,702 10,190

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 10,190

※1
 7,159
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

全子会社(４社)を連結範囲に含めております。

当該連結子会社は、北海道サービス株式会社、幸楽輸送株式会社、北海道ベンディング株式会社及び北海

道コカ・コーラプロダクツ株式会社の４社であります。

　
２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用している非連結子会社または関連会社はありません。

　
３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　
４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券(その他有価証券)

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定しております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

主として総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定

額法)を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　５～50年

機械装置及び運搬具  ４～17年

販売機器　　　　　　５～６年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいて償却してお

ります。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定率法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

(追加情報)

適格退職金年金制度が平成24年３月末で制度が廃止されたことに伴い、前連結会計年度において、一

部の子会社で有しておりました適格退職金年金制度は、平成23年４月より北海道コカ・コーラ企業年

金基金の確定給付企業年金制度、及び確定拠出年金制度へ移行しております。

本移行により前連結会計年度において退職給付制度改定益(制度移行時差異)として56百万円を特別

利益に計上しております。

③　解体撤去引当金

旧事業所敷地を売却したことに伴う建物等の解体撤去費用の支出に備えるため、当該支出見込額を

計上しております。

なお、当連結会計年度末における解体撤去引当金残高はありません。

④　環境対策引当金

環境対策を目的とした支出に備えるため、当該支出見込額を計上しております。

なお、当連結会計年度末における環境対策引当金残高はありません。

(4) のれんの償却方法及び償却期間

20年以内のその効果の発現する期間にわたって定額法により償却することとしております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）　

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第２四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後

に取得した有形固定資産（「販売機器」、「工具、器具及び備品」を除く）については、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

はそれぞれ139百万円増加しております。

　

【未適用の会計基準等】

・「退職給付に関する会計基準」　(企業会計基準第26号　平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」　(企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日)

(1) 概要

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で

認識し、積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改正されました。また、退職給付見込額

の期間帰属方法について、期間定額基準のほか給付算定基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方

法が改正されました。

(2) 適用予定日

平成26年12月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につい

ては、平成27年12月期の期首より適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

　

【表示方法の変更】

(連結損益計算書関係)

従来、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「遊休資産減価償却費」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。　

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた19

百万円は、「遊休資産減価償却費」９百万円、「その他」10百万円として組み替えております。

　

【追加情報】

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産及び担保付債務

(1) 担保に供している資産

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

現金及び預金 4百万円 4百万円

(2) 上記に対応する債務

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

未払金 6百万円 7百万円

※２　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、連結会計年度の末日は金融機関が休日であったため、次の満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

受取手形 1百万円 －

　
(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

(1) 広告宣伝費・販売促進費 1,396百万円 1,596百万円

(2) 給与及び手当 6,096百万円 6,001百万円

(3) 運搬費 2,089百万円 2,123百万円

(4) 減価償却費 2,651百万円 2,654百万円

(5) 退職給付費用 775百万円 868百万円

(6) 貸倒引当金繰入額 － 6百万円

※２　固定資産除売却損のうち、経常的に発生するものを営業外費用としております。

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

土地 1,599百万円 －

その他 0百万円 2百万円

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

土地 372百万円 13百万円

その他 0百万円 9百万円
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※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

機械装置及び運搬具 77百万円 53百万円

建物等解体費 65百万円 19百万円

その他 19百万円 2百万円

※６  前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産 土地 北見市 2百万円

遊休資産 土地、建物 札幌市 2百万円

当社グループは、事業用資産を管理会計上の区分をもとに、主として地域別及び機能別にグルーピング

しております。

また、賃貸資産及び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位としておりま

す。

遊休資産である土地、建物について帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失(４百

万円)として計上しました。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

正味売却価額は、北見市の土地については、固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しておりま

す。札幌市の土地、建物については、売却額まで減額しております。

　
当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産 土地 北見市 3百万円

遊休資産 土地、建物 留萌市 10百万円

遊休資産 土地、建物 遠軽町 4百万円

遊休資産 土地、建物 日高町 3百万円

遊休資産 建物、機械装置 旭川市 12百万円

当社グループは、事業用資産を管理会計上の区分をもとに、主として地域別及び機能別にグルーピング

しております。

また、賃貸資産及び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位としておりま

す。

遊休資産である土地、建物及び機械装置について帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失(32百万円)として計上しました。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

正味売却価額は、北見市・留萌市・遠軽町・日高町の土地、建物については、固定資産税評価額に合理

的な調整を行って算出しております。旭川市の建物、機械装置については、当該資産の帳簿価額を備忘価

額まで減額しております。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　

　当期発生額 22百万円

　組替調整額 －

　　税効果調整前 22百万円

　　税効果額 　△7百万円

　　その他有価証券評価差額金 14百万円

その他の包括利益合計 14百万円

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
  当連結会計年度期首   当連結会計年度   当連結会計年度   当連結会計年度末
  株式数（株）   増加株式数（株）   減少株式数（株）   株式数（株）

 普通株式 38,034,493 ― ― 38,034,493

合計 38,034,493 ― ― 38,034,493
　

　

　
　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
  当連結会計年度期首   当連結会計年度   当連結会計年度   当連結会計年度末
  株式数（株）   増加株式数（株）   減少株式数（株）   株式数（株）

 普通株式（注） 1,496,581 1,537 ― 1,498,118

合計 1,496,581 1,537 ― 1,498,118
　

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加1,537株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月30日
定時株主総会

普通株式 219 6 平成22年12月31日 平成23年３月31日

平成23年８月３日
取締役会

普通株式 219 6 平成23年６月30日 平成23年９月５日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 219 6平成23年12月31日平成24年３月30日
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当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
  当連結会計年度期首   当連結会計年度   当連結会計年度   当連結会計年度末
  株式数（株）   増加株式数（株）   減少株式数（株）   株式数（株）

 普通株式 38,034,493 ― ― 38,034,493

合計 38,034,493 ― ― 38,034,493
　

　

　
　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
  当連結会計年度期首   当連結会計年度   当連結会計年度   当連結会計年度末
  株式数（株）   増加株式数（株）   減少株式数（株）   株式数（株）

 普通株式（注） 1,498,118 2,458 ― 1,500,576

合計 1,498,118 2,458 ― 1,500,576
　

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加2,458株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 219 6 平成23年12月31日 平成24年３月30日

平成24年８月３日
取締役会

普通株式 219 6 平成24年６月30日 平成24年９月10日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年３月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 219 6平成24年12月31日平成25年３月29日

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の　　　と

おりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

現金及び預金勘定 10,194百万円 7,163百万円

預入期間が３ケ月を超える
定期預金

△4百万円 △4百万円

現金及び現金同等物 10,190百万円 7,159百万円
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引（借手側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

有形固定資産

車両運搬具であります。

(2)　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 75 56 18

合計 75 56 18

　

　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 65 57 8

合計 65 57 8

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

１年内 10 8

１年超 8 0

合計 18 8

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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③　支払リース料及び減価償却費相当額　

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

支払リース料 13 10

減価償却費相当額 13 10

　

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２　オペレーティング・リース取引(借手側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

１年内 142百万円 72百万円

１年超 116百万円 5百万円

合計 258百万円 77百万円
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、短期的な預金等に限定し資金運用を行っており、資金調達については全額内

部留保による自己資金を充当しております。
　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券

は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、取引先企業等に対して長期貸付

を行っております。

営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等及び設備関係未払金は、ほとんど１年以内の支払

期日であります。
　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は社内規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門において主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。

連結子会社についても、当社の社内規程に準じて、同様の管理を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借

対照表価額により表わされています。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先）の財務状況等を把握し、取引先

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づいた資金繰り計画を作成、適時更新するとともに、適正な手

許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参照く

ださい。）。

前連結会計年度(平成23年12月31日)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 10,194 10,194 ―

(2) 受取手形及び売掛金 4,422 4,422 ―

(3) 投資有価証券 225 225 ―

(4) 長期貸付金 359　 　

貸倒引当金 
(※) △4 　 　

　 355 353 △1

資産計 15,197 15,196 △1

(5) 買掛金 3,394 3,394 ―

(6) 未払金 1,666 1,666 ―

(7) 未払法人税等 202 202 ―

(8) 設備関係未払金 1,064 1,064 ―

負債計 6,328 6,328 ―

※　長期貸付金のうち個別に貸倒引当金を計算しているものについては控除しております。

　

当連結会計年度(平成24年12月31日)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 7,163 7,163 ―

(2) 受取手形及び売掛金 4,245 4,245 ―

(3) 投資有価証券 250 250 ―

(4) 長期貸付金 349　 　

貸倒引当金 
(※) △4 　 　

　 345 350 4

資産計 12,005 12,010 4

(5) 買掛金 2,555 2,555 ―

(6) 未払金 1,696 1,696 ―

(7) 未払法人税等 230 230 ―

(8) 設備関係未払金 125 125 ―

負債計 4,608 4,608 ―

※　長期貸付金のうち個別に貸倒引当金を計算しているものについては控除しております。
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に

よっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金

長期貸付金の時価の算定は、将来キャッシュ・フローを回収期日までの期間及び信用リス

クを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権につき

ましては、回収見込額等により時価を算定しております。

(5) 買掛金、(6) 未払金、(7) 未払法人税等、並びに(8) 設備関係未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に

よっております。
　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

　
(単位：百万円)

区分 平成23年12月31日 平成24年12月31日

非上場株式 191 191

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投

資有価証券」には含めておりません。

　
(注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　
前連結会計年度(平成23年12月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 10,194 ― ― ―

受取手形及び売掛金 4,422 ― ― ―

長期貸付金 ― 347 10 1

合計 14,617 347 10 1

　

当連結会計年度(平成24年12月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 7,163 ― ― ―

受取手形及び売掛金 4,245 ― ― ―

長期貸付金 ― 321 27 0

合計 11,409 321 27 0
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(有価証券関係)

１  その他有価証券

前連結会計年度(平成23年12月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの)

　 　 　

　株　式 143 111 32

小計 143 111 32

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの)

　 　 　

　株　式 81 98 △16

小計 81 98 △16

合計 225 209 15

　

当連結会計年度(平成24年12月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの)

　 　 　

　株　式 199 142 56

小計 199 142 56

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの)

　 　 　

　株　式 51 70 △18

小計 51 70 △18

合計 250 212 38

　

２  連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

種類
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

　株　式 19 10 ―

合計 19 10 ―

　

当連結会計年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

(1) 制度の種類

当社及び連結子会社は、確定給付企業年金制度、確定拠出年金制度を設けております。

　
２　退職給付債務に関する事項

(百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

イ　退職給付債務 △14,821 △13,356

ロ　年金資産 12,872 12,338

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,948 △1,018

ニ　未認識数理計算上の差異 4,651 3,068

ホ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ) 2,702 2,050

ヘ　前払年金費用 2,794 2,112

ト　退職給付引当金(ホ－ヘ) △91 △62

　

３　退職給付費用に関する事項

(百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

イ　勤務費用 214 177

ロ　利息費用 399 370

ハ　期待運用収益 △530 △450

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 638 707

ホ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 722 804

ヘ　制度移行に伴う損益 △56 ―

ト　その他（注） 94 98

チ　計(ホ＋ヘ＋ト) 761 902

(注)　その他は、確定拠出年金への掛金及び前払退職金としての支払額であります。
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４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率

　

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

2.5％ 2.5％

　
ハ　期待運用収益率

　

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

3.5％ 3.5％

　
ニ　過去勤務債務の額の処理年数 発生時一括償却

ホ　数理計算上の差異の処理年数 14年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
による定率法により、翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。)

　
５　退職給付制度の移行に関する事項

前連結会計年度

一部の子会社が有しておりました適格退職年金制度は、確定給付企業年金制度、及び確定拠出年金制度へ

移行しました。これに伴う影響額は以下のとおりであります。

退職給付債務の減少 56百万円

また、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度への資産移管額は115百万円であり、平成23年４月に

移管しております。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

(繰延税金資産) 　 　

貸倒引当金 7百万円 11百万円

退職給付引当金 34百万円 23百万円

未払事業税・未払事業所税 36百万円 38百万円

未払役員退職慰労金 20百万円 15百万円

投資有価証券評価損 18百万円 17百万円

減損損失 61百万円 65百万円

販売促進費概算計上 263百万円 245百万円

解体撤去引当金 110百万円 －百万円

環境対策引当金 1百万円 －百万円

資産除去債務 36百万円 35百万円

税務上の繰越欠損金 78百万円 －百万円

その他 38百万円 48百万円

繰延税金資産小計 709百万円 502百万円

評価性引当額 △687百万円 △165百万円

繰延税金資産合計 22百万円 336百万円

　 　 　

(繰延税金負債) 　 　

前払年金費用 △1,040百万円 △771百万円

固定資産圧縮積立金 △8百万円 △7百万円

資産除去債務に対応する
除去費用

△9百万円 △6百万円

その他 △5百万円 △8百万円

繰延税金負債小計 △1,064百万円 △794百万円

評価性引当額 －百万円 －百万円

繰延税金負債合計 △1,064百万円 △794百万円

　 　 　

繰延税金負債の純額 △1,042百万円 △457百万円

　
(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

流動資産 ― 繰延税金資産 22百万円 311百万円

流動負債 ― その他 0百万円 0百万円

固定資産 ― 繰延税金資産 －百万円 25百万円

固定負債 ― 繰延税金負債 1,063百万円 794百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

法定実効税率 40.5％ 40.5％

(調整) 　 　

税務上の繰越欠損金の利用 △36.9％ △15.2％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.8％ 9.0％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

0.0％ △0.2％

住民税均等割等 1.0％ 4.7％

未認識の税効果（評価性引当額） △5.0％ △90.2％

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

△4.2％ 7.3％

その他 △1.6％ △0.6％

税効果会計適用後の
法人税等負担率

△4.4％ △44.7％

　
(注)　従来、「その他」に含めていた「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」は、重要性が増したことから当連

結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注記の組替えを

行っております。

また、前連結会計年度において、「その他」に含めていた、税率変更に伴い発生した評価性引当額は、「未認識の

税効果（評価性引当額）」へ組み替えております。

この結果、前連結会計年度の「その他」に表示していた△4.5％は、「未認識の税効果（評価性引当額）」△

5.0％、「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」△4.2％、「その他」△1.6％として組み替えております。

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

(前連結会計年度)

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改

正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始す

る事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで　40.5％

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで　37.7％

平成28年１月１日以降　35.3％

この税率の変更により、繰延税金負債の純額は106百万円減少し、法人税等調整額は105百万円減少してお

ります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業は、北海道を主な販売地域とする清涼飲料の製造・販売並びにこれらに付帯

する事業の単一セグメントであります。当社が販売するほか、子会社が付帯業務を行っており、投資

の決定や業績の評価は当社グループ全体で実施しております。従って、開示対象となるセグメントは

ありませんので、記載を省略しております。

　
【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

　

当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

当連結会計年度において、固定資産の減損損失４百万円を計上しておりますが、当社グループは、清涼

飲料の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

当連結会計年度において、固定資産の減損損失32百万円を計上しておりますが、当社グループは、清涼

飲料の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

　
【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　前連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 大日本印刷㈱
東京都

新宿区
114,464印刷事業

(被所有)

直接53.2

間接 6.8

広告資材等

の購入

役員の兼任

機械設備の

購入
888 － －

(注) １　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

機械設備の購入については、複数の見積りを入手し市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。
　

　当連結会計年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 大日本印刷㈱
東京都

新宿区
114,464印刷事業

(被所有)

直接53.2

間接 6.8

広告資材等

の購入

役員の兼任

機械設備の

購入
2,759

設備関係

未払金
24

(注) １　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

機械設備の購入については、複数の見積りを入手し市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。
　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

大日本印刷㈱(東京証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 1,030円98銭 1,039円18銭

１株当たり当期純利益金額 72円56銭 19円76銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(平成23年12月31日)
当連結会計年度

(平成24年12月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 37,668 37,965

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 37,668 37,965

期末の普通株式の数 (株) 36,536,375 36,533,917

３　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日)

当期純利益 (百万円) 2,651 722

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,651 722

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 36,536,749 36,535,501

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　
【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 134 205 ― ―

リース債務
(１年以内に返済予定のものを除く)

385 603 ―
平成26年１月31日～
平成31年12月31日

合計 520 808 ― ―

(注) １　「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対

照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２　リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 188 161 121 68

　
【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及

び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略して

おります。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 11,747 26,147 43,112 56,276

税金等調整前四半期(当期)純
利益金額(△は純損失金額)

(百万円) △544 △302 680 499

四半期(当期)純利益金額(△は
純損失金額)

(百万円) △492 △281 462 722

１株当たり四半期(当期)純利
益金額(△は純損失金額)

(円) △13.47 △7.72 12.67 19.76

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額
(△は純損失金額)

(円) △13.47 5.75 20.38 7.09
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,143 7,116

受取手形 1 2

売掛金 4,225 4,043

商品及び製品 3,783 4,346

原材料及び貯蔵品 87 250

前渡金 175 66

前払費用 242 261

繰延税金資産 － 274

未収入金 1,162 1,197

その他 574 219

貸倒引当金 △13 △19

流動資産合計 20,382 17,760

固定資産

有形固定資産

建物 17,626 18,169

減価償却累計額 △11,046 △11,440

建物（純額） 6,579 6,729

構築物 2,804 2,804

減価償却累計額 △2,284 △2,355

構築物（純額） 519 448

機械及び装置 13,649 17,251

減価償却累計額 △11,408 △11,973

機械及び装置（純額） 2,240 5,277

車両運搬具 1 2

減価償却累計額 △1 △1

車両運搬具（純額） 0 0

販売機器 22,698 23,471

減価償却累計額 △18,471 △19,300

販売機器（純額） 4,226 4,171

工具、器具及び備品 801 803

減価償却累計額 △686 △705

工具、器具及び備品（純額） 115 98

土地 5,967 5,977

リース資産 457 556

減価償却累計額 △153 △254

リース資産（純額） 303 301

建設仮勘定 1,137 249

有形固定資産合計 21,090 23,255

EDINET提出書類

北海道コカ・コーラボトリング株式会社(E00408)

有価証券報告書

59/89



(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

無形固定資産

ソフトウエア 704 524

その他 20 20

無形固定資産合計 725 545

投資その他の資産

投資有価証券 417 441

関係会社株式 290 290

長期貸付金 359 349

長期前払費用 310 272

前払年金費用 1,965 1,437

その他 510 126

貸倒引当金 △41 △24

投資その他の資産合計 3,811 2,892

固定資産合計 25,627 26,693

資産合計 46,009 44,453

負債の部

流動負債

買掛金 3,329 2,493

リース債務 94 113

未払金 1,723 1,689

未払費用 848 823

未払法人税等 98 27

前受金 － 48

預り金 ※1
 1,590

※1
 2,209

前受収益 3 3

解体撤去引当金 273 －

環境対策引当金 3 －

設備関係未払金 1,052 108

その他 51 61

流動負債合計 9,069 7,579

固定負債

リース債務 224 202

繰延税金負債 748 543

資産除去債務 103 100

その他 60 82

固定負債合計 1,136 928

負債合計 10,205 8,507
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,935 2,935

資本剰余金

資本準備金 4,924 4,924

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 4,924 4,924

利益剰余金

利益準備金 733 733

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 15 13

別途積立金 24,070 24,070

繰越利益剰余金 4,013 4,143

利益剰余金合計 28,833 28,962

自己株式 △899 △900

株主資本合計 35,793 35,921

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10 24

評価・換算差額等合計 10 24

純資産合計 35,803 35,945

負債純資産合計 46,009 44,453
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高

製品売上高 43,069 42,283

商品売上高 10,244 10,554

その他売上高 ※1
 183

※1
 164

売上高合計 53,498 53,003

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 2,776 3,315

当期製品製造原価 31,723 33,405

合計 34,500 36,720

製品他勘定振替高 ※2
 3,867

※2
 4,513

製品期末たな卸高 3,315 3,563

製品売上原価 27,317 28,642

商品売上原価

商品期首たな卸高 767 468

当期商品仕入高 8,222 7,868

合計 8,989 8,336

商品他勘定振替高 ※2
 1,276

※2
 1,287

商品期末たな卸高 468 783

商品売上原価 7,244 6,265

その他売上原価 183 164

売上原価合計 34,745 35,072

売上総利益 18,752 17,930

販売費及び一般管理費 ※3
 17,934

※3
 18,089

営業利益又は営業損失（△） 818 △158

営業外収益

受取利息 18 11

受取配当金 ※4
 210

※4
 321

固定資産賃貸料 ※4
 112

※4
 101

その他 143 189

営業外収益合計 484 622

営業外費用

支払利息 3 3

固定資産除売却損 ※5
 34

※5
 27

租税公課 16 16

貸与資産減価償却費 26 24

固定資産賃貸費用 21 21

寄付金 43 31

その他 15 28

営業外費用合計 162 153

経常利益 1,140 311

EDINET提出書類

北海道コカ・コーラボトリング株式会社(E00408)

有価証券報告書

62/89



(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※6
 1,599

※6
 1

その他 7 －

特別利益合計 1,606 1

特別損失

固定資産売却損 ※7
 372

※7
 21

固定資産除却損 ※8
 162

※8
 75

減損損失 ※9
 4

※9
 32

災害による損失 15 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 74 －

その他 3 1

特別損失合計 632 131

税引前当期純利益 2,114 180

法人税、住民税及び事業税 88 101

法人税等調整額 △233 △487

法人税等合計 △144 △386

当期純利益 2,259 567
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日)

区分
注記
番号

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 28,463 89.7 29,117 87.2

Ⅱ　外注加工費 　 2,415 7.6 2,806 8.4

Ⅲ　経費 　 844 2.7 1,481 4.4

（消耗品費） 　 (76)　 (87)　

（租税公課） 　 (70)　 (63)　

（減価償却費） 　 (684)　 (1,316)　

（その他） 　 (13)　 (12)　

　　当期総製造費用 　 31,723100.0 33,405100.0

　　当期製品製造原価 　 31,723　 33,405　

　

（原価計算の方法）

原価計算の方法は、製品別標準総合原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,935 2,935

当期末残高 2,935 2,935

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 4,924 4,924

当期末残高 4,924 4,924

その他資本剰余金

当期首残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 0 0

資本剰余金合計

当期首残高 4,924 4,924

当期変動額

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,924 4,924

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 733 733

当期末残高 733 733

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

当期首残高 15 15

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 △1

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 15 13

別途積立金

当期首残高 24,070 24,070

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 24,070 24,070

繰越利益剰余金

当期首残高 2,191 4,013

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 0 1

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △438 △438

当期純利益 2,259 567

当期変動額合計 1,821 130

当期末残高 4,013 4,143
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 27,012 28,833

当期変動額

剰余金の配当 △438 △438

当期純利益 2,259 567

当期変動額合計 1,820 128

当期末残高 28,833 28,962

自己株式

当期首残高 △899 △899

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △899 △900

株主資本合計

当期首残高 33,973 35,793

当期変動額

剰余金の配当 △438 △438

当期純利益 2,259 567

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 1,820 127

当期末残高 35,793 35,921

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 6 10

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

3 14

当期変動額合計 3 14

当期末残高 10 24

評価・換算差額等合計

当期首残高 6 10

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

3 14

当期変動額合計 3 14

当期末残高 10 24

純資産合計

当期首残高 33,979 35,803

当期変動額

剰余金の配当 △438 △438

当期純利益 2,259 567

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 14

当期変動額合計 1,823 142

当期末残高 35,803 35,945

EDINET提出書類

北海道コカ・コーラボトリング株式会社(E00408)

有価証券報告書

66/89



【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定しております。)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　
２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品

総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

原材料及び貯蔵品

総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

　
３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法(平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法)を採

用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　５～50年

構築物　　　　　７～50年

機械及び装置　　７～12年

販売機器　　　　５～６年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいて償却しており

ます。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用

均等償却によっております。
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４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定率法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(3) 解体撤去引当金

旧事業所敷地を売却したことに伴う建物等の解体撤去費用の支出に備えるため、当該支出見込額を計

上しております。

なお、当事業年度末における解体撤去引当金残高はありません。

(4) 環境対策引当金

環境対策を目的とした支出に備えるため、当該支出見込額を計上しております。

なお、当事業年度末における環境対策引当金残高はありません。

　
５　その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）　

法人税法の改正に伴い、第２四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

（「販売機器」、「工具、器具及び備品」を除く）については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業損失が135百万円減少し、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ135百万円増加しております。

　

【表示方法の変更】

(貸借対照表関係)

１.従来、「投資その他の資産」に独立掲記しておりました「破産更生債権等」は、金額的重要性が乏しい

ため「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸

表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」に独立掲記しておりました「破産

更生債権等」16百万円は、「その他」に組み替えております。

(損益計算書関係)

１.従来、「営業外収益」に独立掲記しておりました「受取事務手数料」は、営業外収益総額の100分の10を

下回ったため、「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年

度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」に独立掲記しておりました「受取事務手

数料」70百万円は、「その他」に組み替えております。

　

２.従来、「営業外費用」の「その他」に含めておりました「支払利息」は、管理上の重要性が増したため、

当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の

財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた18百万円

は、「支払利息」３百万円、「その他」15百万円として組み替えております。

　
【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する負債(独立科目掲記分を除く)　

　

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

預り金 1,266百万円 1,901百万円

　
(損益計算書関係)

※１　その他売上高は、販売機器賃貸に係る収益であります。

※２　製品他勘定振替高及び商品他勘定振替高は、日本コカ・コーラ株式会社から販売数量に基づいて算出さ

れる販売リベート及び内部使用高であります。

(前事業年度)

　

　 　 (百万円)

　 製 品 商 品

販売リベート 3,7751,231

ラインテスト 22 ―

二次加工振替高 16 ―

内部使用高 53 45

販売費及び一般管理費 48 23

販売促進費 23 15

その他 24 8

営業外費用 5 21

合　計 3,8671,276

　
(当事業年度)

　

　 　 (百万円)

　 製 品 商 品

販売リベート 4,4181,257

ラインテスト 15 ―

二次加工振替高 6 ―

内部使用高 73 29

販売費及び一般管理費 69 26

販売促進費 33 19

その他 36 7

営業外費用 4 3

合　計 4,5131,287
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※３　販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

(1) 広告宣伝費・販売促進費 1,373百万円 1,581百万円

(2) 給与及び手当 2,979百万円 2,836百万円

(3) 運搬費 2,112百万円 2,138百万円

(4) 減価償却費 2,322百万円 2,316百万円

(5) 業務委託料 5,547百万円 5,571百万円

(6) 退職給付費用 540百万円 645百万円

(7) 貸倒引当金繰入額 － 5百万円
　 　 　

販売費に属する費用 約82％ 約82％

一般管理費に属する費用 約18％ 約18％

※４　関係会社に係る営業外収益

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

受取配当金 202百万円 313百万円

固定資産賃貸料 80百万円 77百万円

※５  固定資産除売却損のうち、経常的に発生するものを営業外費用としております。

※６　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

土地 1,599百万円 －

その他 0百万円 1百万円

※７　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

土地 372百万円 13百万円

その他 0百万円 8百万円

※８　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

機械及び装置 77百万円 53百万円

建物等解体費 65百万円 19百万円

その他 19百万円 2百万円
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※９  前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産 土地 北見市 2百万円

遊休資産 土地、建物 札幌市 2百万円

当社は、事業用資産を管理会計上の区分をもとに、主として地域別及び機能別にグルーピングしており

ます。

また、賃貸資産及び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位としておりま

す。

遊休資産である土地、建物について帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失(４百

万円)として計上しました。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

正味売却価額は、北見市の土地については、固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しておりま

す。札幌市の土地、建物については、売却額まで減額しております。

　
当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産 土地 北見市 3百万円

遊休資産 土地、建物 留萌市 10百万円

遊休資産 土地、建物 遠軽町 4百万円

遊休資産 土地、建物 日高町 3百万円

遊休資産 建物、機械装置 旭川市 12百万円

当社は、事業用資産を管理会計上の区分をもとに、主として地域別及び機能別にグルーピングしており

ます。

また、賃貸資産及び遊休資産については、それぞれの個別物件をグルーピングの最小単位としておりま

す。

遊休資産である土地、建物及び機械装置について帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減

損損失(32百万円)として計上しました。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

正味売却価額は、北見市・留萌市・遠軽町・日高町の土地、建物については、固定資産税評価額に合理

的な調整を行って算出しております。旭川市の建物、機械装置については、当該資産の帳簿価額を備忘価

額まで減額しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末
株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株）

 普通株式 (注) 1,496,581 1,537 ― 1,498,118

合計 1,496,581 1,537 ― 1,498,118
　

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加1,537株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　

当事業年度(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末
株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株）

 普通株式 (注) 1,498,118 2,458 ― 1,500,576

合計 1,498,118 2,458 ― 1,500,576
　

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加2,458株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引（借手側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

有形固定資産

主として営業用車両であります。

(2)　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ

ります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前事業年度
(平成23年12月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 59 41 17

工具、器具及び備品 105 93 11

合計 165 135 29

　

　 (単位：百万円)

　

当事業年度
(平成24年12月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 52 44 8

工具、器具及び備品 71 70 1

合計 124 115 9

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

１年内 20 9

１年超 9 0

合計 29 9

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。
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③　支払リース料及び減価償却費相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

支払リース料 28 20

減価償却費相当額 28 20

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２　オペレーティング・リース取引(借手側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

１年内 22百万円 14百万円

１年超 2百万円 ―

合計 25百万円 14百万円

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成23年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式290百万円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。

　

当事業年度(平成24年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式290百万円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

(繰延税金資産) 　 　

貸倒引当金 7百万円 11百万円

未払事業税・未払事業所税 27百万円 20百万円

未払役員退職慰労金 16百万円 14百万円

投資有価証券評価損 18百万円 17百万円

減損損失 61百万円 70百万円

販売促進費概算計上 263百万円 245百万円

解体撤去引当金 110百万円 －百万円

環境対策引当金 1百万円 －百万円

資産除去債務 36百万円 35百万円

その他 24百万円 26百万円

繰延税金負債と相殺 －百万円 △4百万円

繰延税金資産小計 569百万円 438百万円

評価性引当額 △569百万円 △163百万円

繰延税金資産合計 －百万円 274百万円

　 　 　

(繰延税金負債) 　 　

前払年金費用 △724百万円 △519百万円

固定資産圧縮積立金 △8百万円 △7百万円

資産除去債務に対応する
除去費用

△9百万円 △6百万円

その他有価証券評価差額金 △5百万円 △13百万円

繰延税金資産と相殺 －百万円 4百万円

繰延税金負債小計 △748百万円 △543百万円

評価性引当額 －百万円 －百万円

繰延税金負債合計 △748百万円 △543百万円

　 　 　

繰延税金負債の純額 △748百万円 △268百万円

　
(注)　繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

流動資産 ― 繰延税金資産 －百万円 274百万円

固定負債 ― 繰延税金負債 748百万円 543百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

法定実効税率 40.5％ 40.5％

(調整) 　 　

税務上の繰越欠損金の利用 △36.3％ －％

交際費等永久に損金に
算入されない項目

1.9％ 21.7％

受取配当金等永久に
益金に算入されない項目

△3.9％ △71.1％

住民税均等割等 0.8％ 8.3％

未認識の税効果（評価性引当額） △6.1％ △225.7％

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

△3.5％ 16.6％

その他 △0.3％ △4.2％

税効果会計適用後の
法人税等負担率

△6.9％ △213.9％

　
(注)　従来、「その他」に含めていた「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」は、重要性が増したことから当事

業年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の注記の組替えを行ってお

ります。

また、前事業年度において、「その他」に含めていた、税率変更に伴い発生した評価性引当額は、「未認識の税効

果（評価性引当額）」へ組み替えております。

この結果、前事業年度の「その他」に表示していた△2.5％は、「未認識の税効果（評価性引当額）」△6.1％、

「税率変更による期末繰延税金資産の減額修正」△3.5％、「その他」△0.3％として組み替えております。

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

(前事業年度)

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改

正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必

要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始す

る事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで　40.5％

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで　37.7％

平成28年１月１日以降　35.3％

この税率の変更により、繰延税金負債の金額は73百万円減少し、法人税等調整額は73百万円減少しており

ます。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 979円94銭 983円90銭

１株当たり当期純利益金額 61円84銭 15円53銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 35,803 35,945

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 (百万円) 35,803 35,945

期末の普通株式数 (株) 36,536,375 36,533,917

３  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日)

当期純利益 (百万円) 2,259 567

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,259 567

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 36,536,749 36,535,501

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

　 　 イオン北海道㈱ 380,000 154

　 　 北海道テレビ放送㈱ 30,000 63

　 　 セントラルリーシングシステム㈱ 300 45

　 　 マックスバリュ北海道㈱ 18,228 30

投資有価証券 その他有価証券 ㈱北洋銀行 100,500 24

　 　 ㈱札幌ドーム 400 20

　 　 コカ・コーラカスタマーマーケティング㈱ 31,285 15

　 　 ㈱ゲオディノス 40,000 13

　 　 ㈱苫小牧オートリゾート 262 13

　 　 正栄プロジェクト㈱ 100 11

　 　 その他（29銘柄） 49,955 49

計 651,030 441
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 17,626 680
136
(17)

18,16911,440 495 6,729

　構築物 2,804 21 20 2,804 2,355 91 448

　機械及び装置 13,6494,267
665
(0)

17,25111,9731,174 5,277

　車両運搬具 1 0 ― 2 1 0 0

　販売機器 22,6981,753 980 23,47119,3001,719 4,171

　工具、器具及び備品 801 12 10 803 705 27 98

　土地 5,967 51
41
(14)

5,977 ― ― 5,977

　リース資産 457 99 ― 556 254 101 301

　建設仮勘定 1,137 2,504 3,392 249 ― ― 249

有形固定資産計 65,1439,390
5,246
(32)

69,28746,0313,61023,255

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 1,251 43 133 1,161 636 222 524

　その他 29 ― ― 29 8 0 20

無形固定資産計 1,280 43 133 1,190 645 223 545

長期前払費用 919 239 188 970 698 300 272

(注) １　当期増加額の主なものは下記のとおりであります。

建物 　 札幌工場製造設備更新に伴う改築 　 470百万円
機械及び装置 　 札幌工場製造設備更新 　 3,528百万円
販売機器 　 自動販売機（4,931台） 　 1,716百万円
　 　 オープンクーラー（138台） 　 37百万円

　

２　当期減少額の主なものは下記のとおりであります。

機械及び装置 　 札幌工場製造設備更新に伴う除却 　 601百万円
販売機器 　 自動販売機（2,591台） 　 961百万円
　 　 オープンクーラー（62台） 　 18百万円

　
　なお、当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。
　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金(流動) 13 19 ― 13 19

貸倒引当金(固定) 41 8 15 9 24

解体撤去引当金 273 ― 273 ― ―

環境対策引当金 3 ― 3 0 ―

(注) １　貸倒引当金(流動)の当期減少額（その他）欄は、洗替による戻入によるものであります。

２　貸倒引当金(固定)の当期減少額（その他）欄は、洗替による戻入(８百万円)及び債権回収(１百万円)によるも

のであります。

３　環境対策引当金の当期減少額（その他）欄は、戻入によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

１　流動資産

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 534

預金 　

当座預金 3,928

普通預金 2,647

別段預金 5

計 6,581

合計 7,116

　

②　売掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱セイコーフレッシュフーズ 　 524

生活協同組合コープさっぽろ 　 328

㈱セブン‐イレブン・ジャパン 　 279

ホクレン農業協同組合連合会 　 251

北海道ベンディング㈱ 　 188

その他 　 2,471

合計 　 4,043

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

当期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間
(日)

ａ ｂ ｃ ｄ
ｃ

×100
ａ＋ｂ

　 ａ＋ｄ 　
　 ２ 　
　 ｂ 　
　 366　

4,225 38,697 38,880 4,043 90.58 39.10

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれており

ます。
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③　商品及び製品
　

区分 金額(百万円)

商品及び製品 　 　

炭酸飲料 　 　

コーラ飲料 　 442

透明飲料 　 21

フレーバー飲料 　 217

栄養飲料 　 74

炭酸飲料その他 　 36

非炭酸飲料 　 　

コーヒー飲料 　 1,619

ティー飲料 　 696

スポーツ飲料 　 268

Ｑｏｏ飲料 　 60

水飲料 　 463

非炭酸飲料その他 　 81

その他商品 　 365

合計 　 4,346

　
④　原材料及び貯蔵品

　

区分 金額(百万円)

原材料 　 　

原液 　 142

香料 　 19

砂糖、異性化液糖 　 15

容器、資材等 　 57

計 　 234

貯蔵品 　 　

機械予備部品 　 9

その他 　 7

計 　 16

合計 　 250

２　流動負債

①　買掛金

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

日本コカ・コーラ㈱ 　 1,023

コカ・コーラビジネスサービス㈱ 　 729

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ㈱ 　 179

㈱エフ・ヴィ・コーポレーション 　 117

仙台コカ・コーラボトリング㈱ 　 97

その他 　 345

合計 　 2,493

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―――――

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当社の公告方法は電子公告（http://www.hokkaido.ccbc.co.jp/）とする。但し事故そ
の他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日
本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 毎年６月30日及び12月31日現在の1,000株以上所有の株主に、当社商品詰合せを贈呈

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第50期(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)　平成24年３月30日北海道財務局長に提

出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年３月30日北海道財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書及び確認書 

第51期第１四半期(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日)　平成24年５月14日北海道財務局長に提

出。

第51期第２四半期(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)　平成24年８月10日北海道財務局長に提

出。

第51期第３四半期(自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日)　平成24年11月13日北海道財務局長に提

出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規

定に基づく臨時報告書

平成24年３月30日北海道財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年３月28日

北海道コカ・コーラボトリング株式会社

    取　　締　　役　　会　　御　中

明　 治 　監 　査 　法 　人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    笹　　山　　 　淳      印

　
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    秋　　元　　ゆ り か   印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本

等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の

注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、北海道コカ・コーラボトリング株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
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強調事項
会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４
月１日以後に取得した有形固定資産（「販売機器」、「工具、器具及び備品」を除く）については、改正後の
法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。
これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ
れぞれ139百万円増加している。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、北海道コカ・コー

ラボトリング株式会社の平成24年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、北海道コカ・コーラボトリング株式会社が平成24年12月31日現在の財務報告に係る内部統

制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成25年３月28日

北海道コカ・コーラボトリング株式会社

    取　　締　　役　　会　　御　中

明　 治 　監 　査 　法 　人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    笹　　山　　 　淳      印

　
　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    秋　　元　　ゆ り か   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第

51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他

の注記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、北海道コカ・コーラボトリング株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
強調事項
会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１
日以後に取得した有形固定資産（「販売機器」、「工具、器具及び備品」を除く）については、改正後の法人
税法に基づく減価償却の方法に変更している。
これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業損失が135百万円減少し、経常利益、税引前当期純利益
はそれぞれ135百万円増加している。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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